
◇「暑さ指数ウォッチャー®」を建築現場に本格導入、労働環境以外にも対応　大林組／ 7月 31日付け
　大林組は、作業現場内の複数箇所で WBGT（暑さ指数）を連続測定し、その情報を一元管理することができる
システム「暑さ指数ウォッチャー」の本格運用を開始する。今年度、大林組が施工中の約 300ヵ所の建築現場に
導入するとともに、労働環境以外にも学校やスポーツ施設向けの各指針に対応する機能を付加し、外販を開始す
る予定。
　「暑さ指数ウォッチャー」は、日本工業規格に基づき WBGT を高い精度で計測し、作業強度などの与条件に応
じたWBGT基準値を自動設定するなど、優れた性能を有している。
　また、計測データをリアルタイムでクラウドシステムに送信するため、作業環境の情報をいつでもどこでも確
認することができる。施工管理者のみならず、作業員や作業員を取りまとめる職長など一人ひとりが、作業環境
を認識し、適切な熱中症対策を状況に応じて検討することで、熱中症の予防効果をより向上させ、熱中症災害の
低減に一層の効果を発揮する。

◇当社 2 件目となる「自社水上太陽光発電所」の建設に着手　三井住友建設／ 8月 1日付け
　三井住友建設は、自社開発した水上太陽光発電用フロートシステム｢PuKaTTo」を使用した太陽光発電所運営
事業に着手した。これは、香川県木田郡三木町の農業用ため池を利用し、水上太陽光発電用フロート約 9400 枚
を設置し、出力 2822kw の水上太陽光発電所を建設するもの。年間発電量は約 330 万 kwh を見込んでおり、
固定価格買取制度を活用して全量を売電する

◇世界初 「WELL 認証・プラチナ（新築 /既存建物全体）」を取得　大成建設／ 8月 2日付け
　大成建設は、技術センター（横浜市戸塚区）の「ZEB 実証棟」において、米国・健康建築性能評価制度で最高
ランクの「プラチナ」を取得した。
　「WELL 認証」において、建物用途別に設定された 3つの評価区分のうち、新築 /既存建物全体での「プラチナ」は、
7 分野・100 項目に渡る評価内容に対し、89 項目以上を満たす必要があることから取得が極めて困難なランク
であり、今回の取得は世界初の事例となる。
　昨今、働き方改革の推進にともない、健康経営を目指す企業が増加している。企業が働きやすく健康に配慮し
た職場環境を確保することは、健康経営における重要な課題であり、従業員の健康増進や生産性向上を促し、企
業の活力強化につながりる。また、このような企業の取り組みを支援するため、厚生労働省の「安全衛生優良企
業公表制度」や経済産業省の「健康経営優良法人認定制度」など法制度上の仕組みも整備され始めている。
　これらの社会ニーズに対し、当社は働く人の心身の健康増進を積極的に図り、生産性を高めることを目的とし
た空間づくりを推進しており、自社施設から導入を進めているが、その取り組みの一環として、技術センター
ZEB 実証棟において、オフィス空間としての建築・設備面および運用・健康面の性能が評価され、この度の新築
/既存建物全体での「WELL 認証・プラチナ」取得に至った。

◇「コンピュテーショナルデザイン」で設計品質を追求　清水建設／ 8月 29日付け
　清水建設は、企画・基本設計段階における設計提案の一層の高付加価値化を目的に、全社設計部門において高
度なコンピュテーショナルデザイン手法を展開するためのプラットフォーム「Shimz DDE（Digital Design 
Enhancement platform）」を構築、このほど本格的に組織的運用を開始した。
　設計者は Shimz DDE 上の様々なツールを活用することで、データ（エビデンス）に裏打ちされた付加価値の

高い設計提案を行うことができる。組織展開にあたっては、アルゴリズムデザインラボ他外部の協力を得て、社
内研修システムを整備・展開。高度なスキルを持つ設計者は既に 200名近くに達している。
　同社は現在、中期経営計画＜2019～ 2023＞で示した基本方針「成長を支える経営基盤の強化」に基づき、企画・
基本設計から設計、施工、FM に至る建物のライフサイクルを通して一貫した情報を活用する設計施工一貫 BIM
の構築を進めている。
　Shimz DDE による設計提案の 3D データは、次工程の設計・施工 BIM へ接続 ( データ連動 ) されるとともに、
設計ノウハウとして蓄積され、「組織の共有知」として次世代へ継承される。今後、Shimz DDE に AI をはじめ
とする最新技術を取り込みながら、プラットフォームとしての機能を一層充実させていく考え。

◇「AI スタートアップ（EDGEMATRIX）」と業務提携　清水建設／ 8月 29日付け
　清水建設はこのほど、高精細な大容量画像データのリアルタイム処理等、高度な AI ソリューションビジネスを
展開する EDGEMATRIX と業務提携することで合意した。契約締結に先立ち、8 月 6 日付で同社の第三者割当増
資に応じ、出資した。
　今回の業務提携を通じ、AI や IoT を活用することにより、例えば施設運営の高効率化や省人化等を図るワンス
トップソリューションを提供するエッジAI ソリューション事業を加速する。
　今後、両社が持つ技術・ノウハウのシナジーを最大化することで、生産、物流をはじめ、業務、商業、教育、
医療などの様々な用途の施設に対して、エッジ AI ソリューション事業を展開していく計画。すでに、大規模物流
施設向けに、同社製の Edge AI Box を利用した「早期火災検知システム」と「車両管理・誘導システム」を開発・
適用した実績があり、物流事業者から高い評価を受けている。

◇「病院内の電波環境を自動測定」し、リアルタイムにモニタリング　大成建設／ 9月 2日付け
　大成建設と埼玉医科大学は、2018 年に同社が開発した病院内の電波環境を可視化する技術「T-Hospital 
Wireless Viewer」の機能を拡張し、医療情報機器の所在の自動取得や電波状況などを自動測定することで、病
院内の電波環境をリアルタイムにモニタリングできる技術を新たに開発した。
　この技術の適用により、様々な医療機器を取り扱う病院スタッフが、病院内で日々変化する電波環境をリアル
タイムに把握することができ、電波トラブル対策の立案や電波環境の改善を迅速かつ的確に行うことが可能とな
る。
　病院や救急救命センターでは、生体情報モニタや電子カルテなど電波を利用した医療情報機器の導入が急速に
進み、患者をサポートする環境が整備されてきた。一方、病院スタッフが使用するモバイル端末、患者の持込む
WiFi 等、様々な通信情報機器の使用により電波環境が複雑化しており、電波がつながらない、機器が正常に動作
しないなどといった電波トラブルが増加しています。
　そのため、これまでは医療情報機器ごとに専門業者が電波環境の測定を行い、その都度対策を講じていましたが、
日々変化する電波環境をリアルタイムに把握することは困難な状況であった。
　そこで、医療情報機器の所在や電波状況を把握するための技術として「T-Hospital Wireless Viewer」を開発し、
病院の計画・設計・施工および運用に至る各段階で電波環境の評価を行い、医療情報機器を安心して使用できる
環境を提供するサービスを 2018年 6月から展開してきた。
　さらに、大成建設と埼玉医科大学は、「T-Hospital Wireless Viewer」の機能を拡張させ、病院内各所の電波
環境を自動測定した結果を、リアルタイムにモニタリングできる技術を開発した。

◇高層ビル現場で「実用的なWi-Fi 環境の構築」に成功　西松建設／ 8月 30日付け
　西松建設は、PicoCELA と共同で、携帯電波が届かない地上 30 階建ての高層ビル建設工事現場において、無
線多段中継技術を用いて、LANケーブルを敷設することなく簡易にWi-Fi 環境を構築することに成功した。
　この実証実験の成功を受け、国内の工事現場にシステムの導入を開始し、スマートデバイスや各種 IoT 機器を
工事現場全体に持ち込むことを可能とすることで、作業の効率化を図り、建設工事現場の働き方改革を進めていく。
また、ピコセラは、無線 LAN機器を建設業界で広く使用できるアクセスポイントとして提案していく。

◇日本初、超高層大型建築作業所で「100％再エネ電力」を使用　戸田建設／ 9月 2日付け
　戸田建設は、都内の超高層大型建築作業所（東京駅前常盤橋プロジェクト A 棟新築工事他）の工事用電力を
2019 年 9 月 1 日より 100% 再生可能エネルギー電力に切り替えた。超高層の大型建築作業所で 100% 再生可
能エネルギー電力を使用するのは日本初のケース。
　2019 年 1 月の RE100 イニシアチブへの加盟後、事業活動に使用する電力の再生可能エネルギー電力への切
り替えを推進しており、同年 7月には自社の筑波技術研究所の電力を再生可能エネルギー電力に切り替えている。
東京駅前常盤橋プロジェクトA棟新築工事他では、エバーグリーン・マーケティングから、実質再生可能エネルギー
100%となる電力を受電している。
　同社の RE100 へのロードマップでは、事業活動に使用する電力を 2040 年までに 50%、2050 年までに
100% 再生可能エネルギー電力とすることを目標として、その利用を推進している。また、これらを推進するこ
とで、エコ・ファーストの約束を遵守し、SBTにおいて設定しているCO2排出量の削減目標の達成も目指している。
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